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１．はじめに  

 東京湾北部を震源とする地震（M7.3）が発生した

場合，都心部で震度 6 弱～6 強の揺れが起こり，建

物の全壊被害は約 13 万棟，死者数は約 11,000 人（冬

の 18 時・風速 15m/s）に上ると想定されている 1・2）．

地震発生時には，病院に重症患者・軽傷患者が殺到

することが予想される．東京都内には災害拠点病院

が63箇所(平成17年 9月１日現在)指定されており，

「東京都及び文京区の医療救護所で対応できない重

症者であって医療救護所等から依頼された者を収容

する」義務を負っている３）．しかし，これらの災害

拠点病院は平常時からの入院患者や外来患者を抱え

ている上に，自らの被害により病院機能を十分に発

揮できない可能性もあり，多数の重症患者に対応し

きれない場合も想定される．本研究では，首都直下

地震による重症患者の搬送過程をモデル化し，東京

都内での災害拠点病院への医療ニーズの定量化を行

った．地震時に医療不足となる地域を把握すること

により，事前に患者搬送計画や病院間の連携体制を

強化することが可能になると考えられる． 

２．災害拠点病院の立地状況 

 東京都内の災害拠点病院 63 箇所（平成 17 年 9 月

1日現在）のうち，500 床以下が総数の 51％，500～

1,000 床が 30％，1,000 床以上が 19％である．東京

都の首都直下地震被害想定 2）では，都全体で死者が

5,248 人、負傷者が 152,336 人，このうち重症者が

22,961 人と推計されている．建物被害は地震動の大

きい東京都東部に集中して発生するものの，火災は

木造密集市街地を中心に同時多発的に発生すると想

定されている．この被害想定における区ごとの重症

患者数と災害拠点病院を GIS 上にプロットすると図

1 の通りとなった．プロットした災害拠点病院の円

の大きさは病床数を示す．これより，文京区・新宿

区には多くの災害拠点病院が存在していることがわ

かる．一方，足立区・葛飾区・江戸川区・江東区は

多数の重症患者の発生が想定されるにも関わらず，

災害拠点病院がほとんど存在せず，とりわけ江戸川

区には災害拠点病院が存在しない．これらの地域は

災害医療上大きな問題を抱えていと言える． 

３．重症患者搬送のモデル化  

 重症患者が被災現場から救出され災害拠点病院に

搬送される過程を，空間相互作用モデルの一つであ

るエントロピーモデル 4）によりモデル化した．患者

の重症患者が搬送される病院の選択確率を式(1)で

表現し，病院の魅力度 Fjとしては病院の総病床数を

用いた．搬送距離には患者が発生する地区（町丁目

ごと）の重心位置から各病院までの直線距離を用い

た．パラメーターβは病院選択行動の距離による 
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図 1 首都直下地震による重傷者数と災害拠点病院の分布 
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減衰を表しており，βの値を変えながらモデルの感

度分析を行った．表 1 は，βの値を 0.5 から 4.0 ま

で変えた場合の，都全域および 23 区内の災害拠点病

院までの平均搬送距離と最も近い病院の選択率の平

均値である．これより，βが大きくなるほど，最短

距離の病院を選択する傾向が強まり，搬送距離も小

さくなることがわかる．今泉(2000)による阪神・淡

路大震災時の災害医療に関するアンケート調査 5)に

よれば，震災時に来院した医療施設までの平均距離

は軽症で 1.94km, 重症で 3.72km であった．この際の

移動距離の最頻度は，軽症で 0.4-0.6km，重症で

0.2-0.4km であり，患者は主として病院近くからの搬

送されたものの，遠方からの搬送も多かったことが

わかる．表 1では，βを 0.7 としたケース No.5 の場

合に 23 区内の平均搬送距離が 3.41km となり，阪神・

淡路大震災の事例に近い．最短距離も病院を重視し

た事例がケース No.1 である． 
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 ただし， ijQ ：病院の選択確率， jF ：病院の魅力度， 

  ijX ：患者発生地区 i から病院ｊまで搬送距離， 

  β ：パラメーター 

表１ 感度分析の結果 

ケースNo. 1 2 3 4 5 6
パラメータβ 4.0 3.0 2.0 1.0 0.7 0.5
都全体での平均
搬送距離（km）

2.15 2.21 2.37 3.00 3.65 4.53

23区内での平均
搬送距離（km）

1.74 1.82 2.00 2.71 3.41 4.32

最も近い病院の
平均選択率

0.89 0.86 0.79 0.61 0.50 0.39  
 

４．各病院に搬送される重症患者数の推計結果 

 図 1 はケース No.1 と No.5 について，各病院へ搬

送されると推計された重症患者数と平均搬送距離を

プロットしたものである．東京都東部 5 区（足立・

葛飾・荒川・墨田・江東区），これら以外の 23 区内，

多摩地区での災害拠点病院の結果を色分けした．東

部 5 区ではその他の地域に比べて，病院への重症患

者数が集中し，多摩地区では重症患者数が少ないこ

とがわかる．江戸川区には災害拠点病院がないため，

区内の重症患者は区外の病院まで搬送されている．

ケース No.1 では最短病院が選択されるため，平均移

動距離のばらつきが大きく，23 区内では患者数の少

ないところも多いものの，東部 5 区内の 6 病院では

800 人以上の重症患者が集中した． 

 図 3 は各病院の総病床数と，搬送される重症患者

数の関係をプロットしたものである．通常，病院の

空きベッド率は 10％程度である．これを考えると，

多摩地区では空きベッドを利用した患者の収容が可

能であるが，その他の地域では空きベッドだけでは

全く不足する状況となる．とりわけ東部 5 区では，

総病床数以上の患者（図の 1：1 直線の上側）が想定

され，過度の医療不足に陥ると考えられる．これら

の地域においては，新たな災害拠点病院の集中的な

整備とともに，既存の救急病院の災害拠点病院化な

どの対策や病院間での患者移送の連携が求められる． 
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1) β=0.7              2) β=4.0 

図 2 各病院への重症患者数と平均搬送距離 
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1) β=0.7              2) β=4.0 

図３ 各病院への重症患者数と総病床数 
 
５．まとめと今後の課題 

 本研究では，首都直下地震による重症患者の搬送

過程をモデル化し，東京都内での災害拠点病院への

医療ニーズの分析を行った．その結果，東京都東部

地域の災害拠点病院への医療ニーズの集中を定量化

することができた．今後は，東京都外への患者の移

動や災害拠点病院以外の救急病院などへの患者収容

も考慮した分析や地震発生後の患者の到着時間の推

計も行う予定である． 
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